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経営の基本理念と日本的経営

山 域 章

I 理念の実践科学的研究

経営の理念が論攻せられてすでに40年， わが国経営学の歴史は， この理念

論の展開を中心としたとみるとともできる o と〈に戦前戦中の経蛍学において

そうであった。しかし，この理念がかならずしも明確化せられたともいえない

し，意見の一致をみたとも解し得ないようである o もとより，理念には変化と

前進があるであろう。したがコて，その内容は変わり得るであろうから，内容

の一致はかならずしも期待しえないのである。ただ，その研究の方決や見方は

はっきりすべきであるが，なかなかこれが対守的であったり，不明瞭であった

りする。これはいうまでもなく，経営研究の方法論の相違から〈る場合が多い

のであれこれを劃一化することはむしろ無理ともいえるであろう。すくなく

とも，経営学研究の方法がし、わゆる自然科学的である学派には，理念論は，最

初から問題にならないであろう。最近流行の数学的手法壱とる Managernent

Scienceの立場では，理念論や目的論，手段諭などは問題にもなり得ないであ

ろうし，本文が課題とする日本的経営の課題も，もとより問題にもせられない

であろう。この科学の見地では，学としての経営学に，国籍的なものはあり得

ずして，普遍妥当性をもたねばならなし、からである。

しかし経営学40年の歴史をふりかえり， なお今日の実情を考えてみるなら

ば，経営理念論を否定し，これを問題たり得ないとする経営学の立場は，これ

は決してこの学の本流をなすものではない。学の伝統からしても，また伝統を

ふまえてこれを今目的なものに成長せしめた正統派理論においても，経営理

念研究にはきわめて大きな努力がかさねられている。理念論は経営研究におけ

るもっとも重要な課題であり，暗夜行路における松明のごとし夜間航路の灯
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台にも比すべきである。これなくしては，無鉄砲の非科学的行動となるもので

あれこれによって，行動の科学性壱獲るものである i理念」は行動の科学

化に役立つものである。この理解は，研究の科学的態度から理念や目的論を拒

合するとUづ学問観とは，まったく異質である。このような理念を中核化する

学問観， 研究点法は， 経蛍活動の実践を目的的， 主体的にとらえ， その能力

化をはかろうとする実践科学的態度から生れる。もとより，これまでの経蛍学

の本流が， か生らずしもとの実践科学的方法論を徹底的に究明し， この立場

から体系的な研究を展開して理論的な掘下げ壱成しとげたとはし、えなわのであ

る。が，しかし，己れまでの研究のほとんどが，之の方向の研究をつづ付，こ

のような研究態度をもってきたことは，あきらかである。経営学の中流が実践

科学的方法に近いものをとって今日の成長をなし，また，なしつつあることは

もはや常識ともいえよう。

本稿も，このような主流的，正統派の見解に立脚しつつ，これをもっと掘下

げて，経営理念論と日本的経営に論及してみたい。

実践科学的態度の特色は，主体者の活動の目的とその手段をあきらかにし，

その手段壱自己目的化し能力化しようとするところにある。ただ経営現象を客

観化し原因結果の分析と一般化をはかる態度とはまったく異るものである。経

営学が実践科学として研究をすすめるにあたっては， (1) 経営の目的と手段の

合理主義の立場。 (2) 直線的目的手段関係だけでなく経営とUづ主体者を考

える。 (3) 超越的目的論におわることなし経営主体を軸とする主体目的論

(内在目的論)へと展開する。 (4) 経営を自己目的化し， さらにその手段の体

系化・統一化・組織化による能力化壱はかる。(的経営主体の存在の「場」を

考え，世界内存在として位置づける o (6) 経営活動を機能主義に立脚せしめ仕

事主義にまで展開して，その能カ化が努力せιれる。
本稿ではこのような研究態度を巾心にして，その研究から理念論壱みちびき，

日本的経営論におよびたいとおもう。そこでまず， (1) 経営目的論， (2) 経営

理念論， (3) 理念と機能主義，但) 実践科学的研究方法と原理論， (5) 日本的
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経営学という諸問題と以下展開しよう。

E 経営の目的ー超越的目的論

経営研究において，目的論といえば，たとえば企業の目的はなにかが問題にさ

れ，どんな学的方法によるにせよ，おそらく-llIf究の最重要論題としてとりあげら

れるのである。しかし実践科学的には，ただ目的をとりあげるだけでなしこの

遂行の手段を重視 Fる。しかもこの目的・手段の関係壱，原因結果に切替えたし

因果関連として客観fじするやり方に転換するのでなしこの目的を実現するた

めの活動手段左して考察する oしかしこれは，目的に対する手段の効果性を問う

ことになるので，これはたんなる「技術論」であり，理論的でなし科学的でない

と筒単に排斥されてきたのであるの目的論，とくに目的・手段活動はそのし、かな

る内容たる壱問わず，学間にあらずと独断する見地からすれば，それはもとよれ

目的論をこれ以上論及する必要はないことになる。しかしそのような前提にと、

らわれることなしいましばら〈目的論そのものを分析し，この見地の研究態

度と方法が著しく変化し前進している実情をたしかめてみる必要がある。

目的論研究には，超越目的論と主体(内在)目的論の2つの方向がある。通

常は前者だけが目的論であり，目的手段関係とみられてきた。この関係はむし

ろ直線的関係とみられており，目的よりさらに高次な目的を超越的に追求する

極限概念的な思考に属する。この目的論に対しては，研究が超越的であるとか，

先験的とか，ゾレン的であるとか，あるいは規範学的であるなどという批判が

与えられるが，この批判は一応もっともである。ただこの超越国的論でさえ，

さらに大きい変化がある。「目的的主体観」がこれである(主体が目的ではなし、)。

目的だけとか，目的と手段とをただ「直線的」に結びつけて考えるのでない

実践主体の見地をそれに加味する。目的・手段を機械的に考えるのでなしこ

の目的を目的とする主体者，手段を活用し，有効化しようとする主体者をあら

ためて中心において考え直すのである。たとえば目的は利潤追求の営利性だと

主張される場合，この目的は企業の目的であり，企業をあらためて中心におき直
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し，この企業が利潤を目的とし，その獲得手段として，優秀な技術力や営業力

壱駆使することになる。この場合，利潤営利性という目的の手段は技術力や営

業力である。この2つの「直線的J関係も 1つの目的・手段関係である o し

たがって，とくに企業を持ち出す必要もない。 I企業の目的」といいながら，

企業という主体はごく軽くあっかわれている。この直線的な，目的・手段の機

械関係に， もう一度「企業」を持込み， これに主体的地位をあたえて， この

目的・手段関係を見直してみることができる。

このような目的的主体観は，たとえば企業が巾心となって，利潤目的のため

に，技術力の向上をはかり，営業力と技術力の調整や総合をほかることもあろ

うQ これは，手段力の向上をはかり，手段そのもの，たとえば技術そのものに

関心壱集中するこ Eである。したがってすでに，目的志向性をもって，目的だ

けに集中する態度ではなし、。手段そのものが重視せられる。そこにはすでに，

目的・手段の直線関係の切断がみられている。とくに，技術力，営業力の総合

をはかり，手段全体の均斉ある有効性をはかることは，手段そのものでもなし

目的そのものでもなしいささか，独自な意味をもつものである。これを企業

活動としておこなうときは，この企業活動に独自な意味があらわれてくる。た

んに目的・手段の直線関係といえないなにかがあらわれ，この直接関係の中間

に，企業という主体をおいて考えることになる。企業はこの手段技術の能力化

をはかるし，同じ目的でも，企業はこの目的への獲得能力化をはかることにな

る。企業主体の独自な意味が生成する o 目的論であつながら企業論そのものに

主体的な意味が生成する。

この関係は，おなじく手段でも，手段そのものが独自な意味をもってし、るのと

おなじ関係にある。例えば技術力は，一方では，目的・手段関係として，利潤追

求の子段であったが，他方，技術そのものとして，目的とは関係なし技術そのも

のの向ょの研究がおこなわれる o 同じように，企業そのものの活動が，目的と関

係なし利潤との関係もなく，自己充実活動としても考察対象となるし，また別

な目的に関係をもつこともできる。企業でも，社会目的と結合し得ないわけでは
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ない。公共福祉のため手段としての技術力を駆使することもできるのである。企

業は特定目的(利潤)だけの目的に対する手段の能力化をおこなうのでなし目

的は他にもありうること，さらに，なんら目的を意識することなし自己の活動

に専念するという独自な意味もあらわれうること，が注目されねばならない。し

かし，このような独自な主体的見地に対しても，独自な意味を与えることなし

いぜんとして，目的と手段そのものとして理解するのが通常である。たとえば，

技術には技術独自の立場・領域があっても， この立場をみとめず，もっぱら，

利潤獲得の手段と考えようとする場合があるが，これと等しし企業独自の立

場や領域をみとめず，もっぱら，企業とは利潤追求のためのもので，利潤の手

段にすぎないと考える。利潤追求の直接手段でなく，手段能力を啓発する'iJIJな

力土しての，矛山間獲得能力巷たかめる活動をする企業を，やはり，利潤目的の

直接手段と解し，企業も利潤追求の手段とせられる。

このような目的的主体観では，主体的見地が独自な意味をもって展開するか

ら，目的論・目的手段論に大きな変化があるが，それにもかかわらず，なお依

然として目的論の範障に帰属せしめられている。これもやむを得ないであろう o

しょせん，この主体論も， やはり超越的目的論という目的志向壱中心に考える

目的論の中での主体論にとどまるからである。後の内在的な主体目的論では，

考え方は大変かわるのであるが，後述する。

次に，目的論の変化について. I場」の問題を考える状況目的論を考えね

ばならない。目的と手段を機械的に目的への直線志向を考えるだけでなく，主

体者を加味して，主体目的観を考慮する場合は，さらにこの主体が活動する場

としての環境が問題である。主体者は孤立的活動をいとなむわけではなし世

界内存在であり世の中の存在である。目的を 1つにしぼってみても，その目的

が場の活動として制約せられるのである。目的を一義的に設定できないことも

あれまた一義的な日的でも，いろいろに制約化せられることになる。たとえ

ば，利潤目的に対し公共性，社会性が主張されたり，おなじ利潤的営利性を主

張するとしても，将来の見解に相当な制約条件をつけたり，模様替せねばなら
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なくなる。また企業や企業者にしても，それが活動する社会においては，他の

ものと区別づけて，それ壱鮮明に特徴づけることになる o 企業は職業として，

職業人として行動することになるが，たんに営利追求という目的だけでは，こ

の社会存在としての企業，職業的企業の特質は説明せられない。そのような地

位と特徴に即して I職業倫理」の制約もあらわれるし，職業的独自性，主体

性がさらに解明化せられねばならなくなる。

このようにし-(，目的観は，たんに目的手段とか，手段の技術性とか目的の

規範性などとしづ，超越的で直線的な目的志向の態度だけで割切れなくなる。

そζで，仮定をもうけ，人がかりに目的志向的な場合は， とか，企業が資本主

義的企業の段階では，などという条件づきの論法たらざるをえなくなる O しか

し目的論も，す〈な〈とも主体目的論へ，さらに主体をもっとひろい場におい

て考える状況目的論にまで目的論壱向上せしめねばなら向。実践的行動は当然

にこの向上を要求する。しかしながら，実践科学的態度は，いま一段の変化を

目的論にもたらした。内在的・内部志向的な主体的目的論である。いうまでも

なく，主体的な見方は，超越的目的論にもすでにあらわれていた。しかし実践

主体者がますます鮮明になって独立性を確保する段階に達すると，目的観には

大きい変質があらわれざるを得ない。これは，目的観自らの中から生成したも

のである。とくに超越目的観が，さらにより目的の実現をたかめ，確保しよう

とする努力がやがてそれを生み出したものである。しかし生成したものはおな

じく目的観とはいえても，きわめて異る内容をもち，むしろ手段観と表現する

のが適当である。しかしこれは，手段の目的化であり，旧目的からの離脱であ

れ新主体の形成である。

E 内在的目的論経営自己目的化

実践論的研究態度は，目的と手段をたんにその両者の「関係」として評論的，

傍観的にながめるのでなし実践主体を重視して，目的的な志向をもちながら

主体観をとる o しかし前項の主体観はなお， I目的的主体観Jであれ超越白
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的に制約され，この手段たる地位壱もつ主体であるにすぎなかった。これがさ

らに実践的な見地をたかめ，主体的地位を強〈主張する段階に達すると，ここ

に内在的目的観が生成し， 乙こで「主体的目的観」がはっきりしてくる。この

目的観は主体者活動のなかに内在する目的観である。主体は，超越目的に対し

ては手段の地位にあるが，内在目的では，主体自体が目的化する。手段の目的

化であり，自己目的化である。主体は超越目的に向って手段的であるのでなく，

自己に内在ずる目的に対し，自己目的となる。自己の活動の充実，能力化その

ことを目的として行動する。このような自己目的といわれうるほどの独自性を

もつものを「主体的」ともいうのであ呂 u

このような内在目的活動における主体者は，自己自身の活動を充実し，行為

能力をたかめて，自己の充実左発展，生成壱，主ずなに上りも重要な任務土 じて，

これを目指す。このような自己充実が自らの目的となるから，目的は自己に内

在するのである o 目的があくまで超越的に外在的であるとすれば，この自己充

実は，あくまでこの超越目的のためにするものであり，充実による能力化は，

Lょせん， I超越目的獲得能力の育成」と解されざるを得ない。しかし自己充

実は主体自身の最高にして本来の任務であり，自己の目的となる。このばあい

の目的は，目的として受とめるのでなく，結果である。これは原因・結果の結果

ではなし、から，むしろ主体活動の能力の「効果」であるといっておこう。この

効果により，また効果の測定(計数表示)などによって，主体活動の充実性や能

力度が把握できるという関係にある。しかし効果は目的でもなく手段でもない。

主体者は，その内在的活動としてのH的とその促進の手段の充実に専念努力す

るのであれこれがやがて効果となってあらわれ，効果壱しめすだけである。

たとえば，繰返しっかつてきた企業と利潤の関係でし、えば，企業は，自己の

充実と発展を自己目的としそれをたかめうる手段を吟味選択する。利j閏は企業

のこの自己目的を達成するための企業活動の効果としてしめされ，企業活動の

充実性の能力度合を表示する標識である。利用は目的ではない。企業が充実し，

能力をたかめることは，たんに利潤獲得能力化だけの能力を意味していない。他
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の超越目的にも役立ちうる能力である。とくに特定(たとえば利潤〉の超越目的

だけをえらぴ，それに役立つための能力化ではない。利潤以外，たとえば公共目

的にも，さらにその他，いかなる超越目的にも役立ちうる能力化をねらうので

ある。このすべてに役立つということは，特定の，外部に超越的に存在する目的

でなく，内在する自己目的のためを考えたものである。そして主体者の専らね

らうところは，自己充実という自己H的号獲得しうる能力をたがめるための手

段への努力である。超越目的へ志向しつづける「上向きの態度」でなくて，手

段へ志向する「下向きの態度Jが特色となる。この下向きの手段充実によって

主体自身の能力化をはかる。この能力化は，とくに上向きに，超越目的獲得能力

化を意識するのでなく，自らをよりよくする，よき主体となることがねらいにな

る。たとえば，企業の利潤目的達成のために，手段をして技術やセーノレスを利

用する。この技術や営業は，荊I1閏獲得の手段であり，技術や営業を調整総合し

組織化していく能力ある企業活動も，利潤獲得能力目的の手段とみられてきた。

これに対し，企業自体を主体者として，これを中心に考察する実践的態度にお

いては，企業をよりよきものにするという自己目的のもとに，技術やセ ルコえ

も，この企業の充実発展目的の手段として，活用するように，下向きに主体者

がこれが充実向上に努力することになる。技術の向上の努力は，それ壱もって

利潤獲得の手段とすると考えるよりも，それによって企業がもっと充実すると

考える考え方になる。そして，いつも利潤や金もうけという上向きの超越的態

度をきりかえて，いつもよき会社にするとか，会社自身を立派にするというね

らいをもって，それをいかなる手段をもってするか，手段をいかに活用するか

というような，下向きで，自己充実の態度がとられざるを得ない。このように

企業の態度は劣化せざるを得ない。かくのごとく変化した企業は，これを経営

体主か経営と呼びかえるのである。企業という用語は，超越目的活動の目的的

主体の場合にかぎって用いる。内伝目的化した場合，主体を，企業でなく経営体

とよぶのである。超越目的から主体目的への転換は，資本ならびに利潤目的を

分離して，経営主体への転換であるから，これが「資本(所有)と経営の分離」
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でもある。資本と経営の分離は，一面分離であるが，他面同時に主体性の確立で

ある。資本家支配の分離であると周時に経営主体性の確立，つまり経営自主化で

ある。経営体が主体的な自己呂的活動をおこなう段階が分離である。資本的利

潤追求という超越目的をきりかえ，経営自主化，経営体の生活持続とその充実・

発展という白己に内在する目的を，経営体そのものの存在理由から設定する。

そして，資本的利潤は，経営体の能力性の効果としてあらわれ，その能力をしめ

す度合とみられる。あるいは，経営体固有の目的活動の成果の配分とみられる。

資本と経蛍の分離は，階層的にまず，資本と管理の分離にはじまれやが-C，

資本と経営の分離に及ぶ。管理から経営への階層的な成熟，そして管理と経営

の両者を一体とする主体的成熟としての経営体が生成する。この経営体におい

ては，全体の自己目的がきわめて鮮明であり，企業よりも経営体への展開もはっ

きりする。もっとも，すでに，管理の生成の場合にも，管理階層そのものを中

心にした，自己目的的活動がすでに存在した。しかしこの目的活動は，むしろ

最初は企業活動の手段であり，管理を主体とする低位の主体化は，たんに「目

的的主体化」にすぎない。いまだ「主体的目的化Jではない。その後経営階層

が自主的地位をしめ，また経蛍体が生成するにつれ，管理活動は経営あるいは

経営体への手段となる。いぜんとして管理は手段としての目的的主体の地位に

ある。管理と経営は，経営体における包摂階層関係をもって位置づけられるも

ので，それぞれの職務権限は明確化せられ，分野は明確にせられる。それぞれ

の階層毎に自己目的ともいえる主体的見地をもち，その職務権限の範囲では自

主的な権威をもつが，しかしとれは，上層の手段であれその主体性は，目的

的主体性にすぎない。しかし経蛍体というそれらを包慢する総合的かつ統一的

活動体は，主体的目的活動とL功、うる程度の高次な主体性をもち，企業にかわ

る地歩をしめることになる o ただ，企業は統一的活動をいとなむ主体者のよう

であるが，これはむしろ本質的には手段的なものである。ここに主体的目的を

発見することはできず，たんに利潤や資本目的への上向きな目的的主体の地位

をもつにとどまョていた。経営体ではこれに対し，きわめて主体的な，自己目



経営の基本理念と日本的経営 (507) 119 

的活動をおこなし、，あらためて，下向きに，この活動を充実させ，能力化する

という目的壱自己目的となし，これを達成しうるがための内部の能力化活動が

強力におし出されてきたのである。

以上のように，目的と手段の直線的な関係に，主体者をおいてみても，この

主体者がH的・子段の直線における「一点」にすぎないような地位にあるとき

は，いぜん手段にすぎないが，この主体者が，点から相当の平面をもつほどに

生成してくると，この主体者は，むしろ自己の存在理由からくる内在的目的を

自己目的とし，その目的達成のための自己充実と自己の発展生成ということを

目的とする活動をおこなうようになるz.の自己充実という，上向きを下向き

の，そして内部充実に転換した活動においてまさに「行動理念」が問題となり，

自己充実活動は合目的性，さらに行動の科学性や合理性をもとめて，ここに行

動の理念が重視されてくる。目的活動を健全ならしめるためには，そのための

指針，基準，方針，よりどころが必要である。ただ超越的に目的さえ獲得すれ

ばよいとは考えず，むしろ内在的に，主体の自己充実をはかるため，とこに目

標や指針などをはっきり把握する必要がある。このような行動のよりどころと

なるものが広義理念であり，これには，思想面と技術面がある。思想面におけ

る行動目標を固有の「理念」とよぷ。これは行動の思想的よりどころである。

おなじ目的活動でも超越目的活動には理念論は必要でない。主体を加味した目

的的主体活動でも，いまだ君主念論は問題たり得ない。主体活動にお付る内在目

的の有能な実現には「理念」は決定的役割をもっ。

N 経営理念一機能主義

経蛍理念に関しては，経蛍そのものを明瞭に把握し，その経蛍の理念を考え

る必要がある。経営に関してはすでに前項で，陪層論的な管理，経営，経蛍体の

生成について述べたが，なおも経営そのものの活動をあきらかにせねばならぬ。

それは後述する。まず，理念そのものをU、かに考えたらよいか，をみよう。理

念は「理想」と混同されやすい内容をもつが，理想も 1つの目的観である。
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しかしこれは超越的目的観ゐ代表的なものである。己の目的観は，手段さえも

十分に検討することなし目的壱目的として超越的に設定する態度である。し

かし理念は，目的観の一つではあるが，上述の内在的，主体的目的観に属する

ものである。これは，主体者と，その行動に関し，その行動目的を，主体者行

動に内在するその主体本来の存在理由から，自己目的として設定した考え方に

おける理念である。理念は， (1) 主体者; (2) その行動， (3) 行動の内在目的

に属し， (4) 土体者の存在理由からこれがあきらかにせられ， (5) したがって

行動主体の「任務」であるともいわれ， (6) この任務を「仕事」として本格的

に課題とする考え方である。自己の任務を内在目的とし，かっ仕事化する考え

方が理念である o こり理念が正しくとらえられていないならば，主体者の行動

は，おそらく行動左もいし、えないような，たんなる人の動きにとどまるの行動

を行動たらしめる「よりどころ」はこの理念である。活動が活動の名に値する

のも，また経営活動が経営的の名にマッチするのも，この経営理念を指針とし，

かつよりどころとするからである。理念は行動指針となり，行為の目標となる。

経営の理念を目標として行動するとき，この行為は経営的となりうるものであ

る。との理念が，主体者行動により身近な目標のよりどころとして設定され，

しかもこれが正攻法化せられ，あるいは，一種の定石化せられるとき，これを

原理，プリ ";/Vプルスという。原理は行動理念が公式化せられたものであって，

いわゆる「定石」などがこれに近いものである。

そこで経営理念の内容をあきらかにせねばならないが，そのためには，経営

というあたらしい行動を，過去の経営という用法にとらわれないように努力し

つつ，ここでは，マネジメ yト(Managernent)と解しつつ，説明してみよう。

H本の経営という場合の経営は，旧来からの用語であれここに理念としてこ

こにとりあげる経営は，マネジメ Y トの意味である。その両者がし、かに異った

ものかを最後にとりあげる。

マネジメ Y トという経蛍はなにか。 ζれをいわゆる経営職能論(この経営は

会社としづ意味であれ経営体のことである)からみると，いわゆる企業， つまり
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経営体の職能には，要素的とプロセス的の両職能がある。要素としての資本と

労働(経営的には財務と労務)は，準備的な職能であり，これを用いて活動の

プロセスが展開し，調達・製造・販売，あるいは資材，保管，運搬，生産，営業

などの活動が企業の職憶である。己のような製造，技術活動や営業活動などは，

企業の営利的利潤目的獲得の手段として職能を発揮するとみられた。しかしこ

の利潤獲得の能力をたかめるために企業は，この諸職能活動をより効果あらし

めzために，いろいろの努力をはらってきたが，ここに，あたらし<，マネジ

メY トという一種の職能(広義)があらわれた。 とのマネジメントは広義には

職能であ呂が，しかし旧来一般に考えてきた要素的ならびにプロセス的なもの

ときわめて異質なものである。われわれはこれを区別して「機能」を名付ける。

新しく機能として出現したマネジメントは従来の用語としての経営や管理とま

ったく異る理念のものである。われわれの伝統の考え方，すなわち「日本の経

営」観は，後に考察するが，そこでは，いわゆる経営や管理を，職能の 1っと

理解していなかった。経営者や管理者は一種の権力者か金力者であり，権力や

金力あるいは義理人情，親子関係などで職能の推進をはかり，その効果をたか

めようと努力した。しかし新しい経営としてのマネジメ γ トは，一種の職能と

して理解され， これを機能と呼んで区別するのは， 職能(狭義〉の推進のため

の職能(広義)であり，職能(狭義)と区別するために機能と名付ける o 機能と

してのマネジメントは職能(狭義〕をよりたかめるための「ローダ-'/ヅプJ

であると説明せられる。あたらしいリ グーシップとしてのマネジメ V 子機能

は旧来の伝統の権力的リーダ-yップ左異コて，技術や営業などと同列な職能

と理解される。技術や営業が金力や権力ではないようにマネν メy トも金力や

権力ではない。 fこだマネジメ y トは，技術や営業をリードして効果壱あげしめ

るリーダ-yヅプ側の機能であり， リードされる側の職能とは〔狭義)内容を

具にするものである。

このような機簡としてのリーダ-..yヅプたるマネジメ Y トの初期のものは，

狭義職能に直結するロワー・マネ日メ Y 下として生成した。この狭義職能をと
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〈に「作業」と呼ぶ。したがって作業に直結するマネジメントから生成したが，

このマネジメ γ トはやがて前進し，作業のマネジメ Y トでなく，むしろロりー

のマネジメントをさらにマネジメ Y トする managmgmanagement へと階層

をたかめてくる。ロワー・マネジメントから， ξ ドノレ・マネジメント，さらにトッ

プ・マネジメントへと階層的展開をとげてくる。このマネジメユ/ト階層はすく

なくとも，経営階層と管理階層に区分せられる。しかしこの両者はし、ずれも作

業とは異るマネジメ V トを意味するものであり，作業階層ととれちを区別せね

ばならぬ。ここに，経営，管理，作業の 3階層が理解せられる。との三者は包慎

的階層関係壱なし，作業壱管理が，また管理を経営が包撰し，ととに経営壱最

高層とする立体的な活動体系が形成されることになる。これが経営体である。

この経営体と企業の関係は，資本と経営の分離の理論で説明せられるように，

企業は経営体から分離し，経営体が独自に自主的な行動を確保することになる。

ζのような経営体を主体として考えるとき， これは企業が，その超越目的とし

ての利潤獲得への手段と解されたのに対立して，経営体自体壱主体とする自己

目的的活動が明確になってくるであろう。この経営体の自己目的のための手段

として，経営，管理の機能と作業職能とが意味を発揮することになる。

このようにマネジメ:/}とし寸新しいリーダーγ ップ機能が独自の発展をと

げ，とのこと自体を直接のねらいとする仕組としての経営体のγステムを形成

することになると，この経営体にとって，企業とか，資本とか，さらに利潤な

どは，けっし C超越的な目的として位置ヮけられるの tはなし経営体活動の

効果として期待せられ，経営体自体に内在する能力性の表現ならびにその測定

表示として利i閏が考えられることになる。むしろ経営体にとっては，これをさ

らに充実させ，発展させねばならぬという「任務」が経営体そのものの生存の

中に，生命力として内在し，この任務の達成のために「下向き」に，よりよき

手段をもとめ，この手段を選択し，さらにこの手段の効果的実現に努力するこ

とになる。目的に志向するよりも，それはむしろ所与として受とり，この任務

としての目的をよりよく実現するための手段の追求，実現とし、う下向きの行動
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が重視せられる。たとえば，目的実現のための手段にはし、かなるものがあるか，

この手段のどれがよいかの選択つまり意思決定，決定された手段の実現のため

の目標設定，計画策定，組織編成，成果の反省と検討などがおこなわれる。

このようなマネジメントとしての新しき経営の行動のよりどころが，ここに

いう「経営理念」である。との経営理念ほ伝統的に，しかして今日まで，さ乞に

今後も「機能主義」であるといわれる。マネジメ Y トの機能主義的特色は， (1) 

マネジメ y ト経営ならびに経営体の生J成と存在理由から，まず職能の r日-，，' 
-..y~ プ活動」であれ (2) とのりーダージヅヅ壱より能力化するために経

営体という独立の活動組織が形成せちれ， これに内在するその「任務|とし

ての， その「経営体自体の充実，安定， 生長Jを主体的目的とする(任務主

義)， (3) この任務を達成するために手段としての作業のみならず，その作業

のリーダー γヅプとしてのマネジメゾトにも， 作業とひとし¥ I仕事主義」

の理念が定着してくる。仕事主義とは，それを仕事とすること，それ壱業とす

ることである。たんに漫然正，あるいは興味本位，趣味娯楽として安易に実現

ずる態度ではなく， 一般にいわれる ProfessionalManagement の考え方に

も徹する理念である。それは世俗にいう 「プロ」に徹する仕事意識であれ

根性，土性骨もとこに生成するような理念である。ただこれを仕事主義といっ

て「職業」主義とよばないのは，後者には， 超越的目的観が密着しており，

それを仕事とし，業として徹するという， 卜向きの態度たる内在目的観が弱い

と解せられるからである。職業意識は一面， 仕事主義観ももつが， やはり主

として金もうけという方向の超越目的に志向することが多い考え方だからであ

る。

これを要するに，経営理念，とくにマネジメ Y ト経蛍理念とは経営者または

経営体が，マネジメントの機能を自己の任務とし，これを仕事主義に立脚して

達成しようとする考え方(心構え)であれ これを機能主義と名付ける。 この

機能土義経営理念の特色を列挙してみよう。 (1) 経営者または経営体の主体的

活動の心構えに関するものである。 (2) マネジメント左いう新しい機能を内容
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とする。 (3) このマネジメント機能を経営者，経営体行動の任務と解するとい

う任務主義(その生成ならびに存在埋由壱自己目的とする主体者の能刀化活動) に立

つ。 (4) 仕事主義の徹底から新しいプロ Yエヅ V ョンへ展開しようとしてい

る。(:;) 経蛍理念は考え方，あるいは 種の心構えであれあるいは，目標と

か行動指針ということもできるものであれ経営者・経営体が，よコてもって

行動を現代化し，また科学化しうるものである。 (6) 経営理念は思想(考え方，

心構え) であるが，それはさらに技訣化せられて，行動に土可ての身近な段階

の目標となるのこの技法化され，一般化せられた，行動にとって身近かな段階

の目標は，原理(プリンジフノレプ、)とよばれる。この原理に対し，思想としての

段階の目標理念を「基本理念」とよぶ。マネジメント機能についての原理の技

法化と一般原理化は， しばしば，計画・組織・コ y トローノレなどの表現をもっ

て一般化せられてきた。

V 経営理念と日本の経営ならびに目本的経営学

最後に経営理念の角度から日本の経営の伝統的特色を，両者比較しながら検

討してみよう。日本の経営ならびに日本的経営に関しては，本文と併行して，

「日本的経営学jという一文を「一橋論叢」に発表するため執筆したので，そ

れにまかせることにし，ここでは，理念の見地から，数点を比較してみるにと

どめたい。

(1) 現代化と前近代の区較， (2) マネジメ:/~経蛍者と「長」の理念， (3) 

マネユ/メゾト・リ ダーγ ヅプ機能の成立， (4) 任務の理念と経営体・経営者

の出現， (5) 任務主義と社会責任， (6) 能力化のデプロプメジトの生成， (7) 

仕事主義とプロフェグジョナノレの生成， (8) マネジメソト機能の技法と票議的

経営などの数点苦吟味してみたい。

第 1に，現代化問題であるが，われわれは，マネジメント経営の生成によっ

て世の中にきわめて大きな変革がはじまりつつある事実にかんがみ.この段階

を発展的に「現代」とよび近代化と区別する。企業体制論土，近代化の特色は
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近代 I企業」の生成である。わが国は近代化もいまだ十分たり得ないので，こ

の近代化の努力がなお重要であるが，競争相手の外国がすでに現代化の努力を

傾注しているから，これにおくれをとらぬため，現代化と近代化を同時に推進

せねばならぬ。しかしわが国の特色はし、まだ近代化不十分という，前近代性が

きわめて多く残存する。この前近代は企業以前の生業・家業性格を特色とする。

わが国ではかくて，前近代的生・家業性の払拭と近代化，現代化という 3つの課

題を同時に解決しつつ，後進国特有の生成をとげてきた。しかしわが国の伝統

的特色たる「日本の経営」ほ，いまだ前近代的であれ生・家業的経営である

点である。しかしマネジメ γ ト経営は現代化段階のものである。わが日本の経

営はまさに特色あ芯経営ではるあが，前近代的であることに注目したい。この

日本的対策としての日本的経営の進め方も，この関係から，大よそ理解できる

であろう〔山城稿，経営近代化と日本的経営. r中央公論J特集，昭和40年11月号)。

第 2に，現代マネジメント経営の主体行動者たる経営者・管理者は，マネジメ

Y トの生成が現代に属し，きわめてあたら bいものであるが，わが国の「日本の

経営者」は，名称は経営者と呼んでも，その内容は，前近代的な，体業・家業

の中心者たる「長」の理念壱もっていた。社長，部長，係長などであるが，こ

の「長」に表現せられる，いわゆる経営者は，あたかも家庭の「家長Jや，主

従関係の主人，あるいは義理人情の親分に共通な長意識壱理念としてきたもの

である。年功序列によって，長が任命されたり，世襲によって長という経営者が

きめられた。しかし現代のマネジメ γ ト経営者は，これとまったく考え方を異

にするものである。この特色は，第3の機能の成立によってあきらかとなるで

あろう。日本の経営の伝統においても，会社や商庖の職能が，資本と労働を準

備し，資材購買・保管， しかして製品生産をなし，これが販売をなすというよ

うな，狭義職悔の達成の場所であると理解されてきた。しかし会社や商庖にお

けるいわゆる経営者，管理者は「長」であって，職能つまり「職」とし寸意識

に属する活動をいとなむものでなく，単に君臨し権力の座にあり，あるいは形

式的資格にすぎないものであった。もし，実質的な活動を営むことがあっても，
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この活動はいわゆるワジマン的な権力行動であって，なんら職能活動とはみら

れぬのが通常であった。これに対しマネジメ:/}はまさに，他の"職」とひと

ししこれも職能としてのリーダーシップ活動を明確ならしめる。しかしこの

「職」能は，要素的，プロセス的狭義職能と区別せらるべきものであるから，

これを「機能」と呼んだのである。この機能思想は前近代はもとより，近代的企

業段階にもいまだ生成しなかったものである。機能としてのリーダ-v')'プ活

動というような理念は，わが国の伝統の経営観からは，なかなか理解しにくい

ほどの変革である。日本の経営の頭の切替えが強調される理由はここにある。

第 4に， ，職」の一種とみると ιろのマネジメント機能の生成により，この機

龍寺担当する機能者が出現ずる。つまり機関としての管理者，経営者さらに経営

体が出現するようになった。この経営者はこの機能を自己の「任務」として設

定し，また達成しようとする。職能の思想は，その行動が「し、かなる」ものか

を「職」として明確に L その「職」を「だれかが」担当じて実行し，しかも，

この職の実行にあたっては「し、かにjそれを「うま(Jゃるかという「能」の

問題#考えるのが特色である。このような， ，職」に「能jのあるものがその

職を担当して「仕組」を形成し，また活動するやり方壱「任務jの態度という。

「務J ，つとめ」とは職に能あるものの担当に「任jずることである。ポクγ

亘ンに関する職務権限壱この能力者が分担する仕組の構造がこれである(マネ

ジメ Y ト・オーガユゼージョ:/)。このマネジメ y ト任務主義では，職としてのリ

ーダージヅプ活動の能力ある者が，このリーダ-yヅプを職とし，つとめとし

てこれに任ずるという，任務として行動するものである。これがマネジメント

担当のマネジャーであり，管理「職」とか管理者，経営者がここに出現する。

この仕組が経営体である。日本の経営にはこのような意識は存在しなかった。

長に任ずるということはあっても，この長は「職j とはいえないし，能力の有

無によって決定したのでもない(年功や資本カ・権力)。この任務の思想は，その

職を担当するとしても， この職(機能)を， 超越目的の手段として担当するの

ではない匂その職を自らの目的kし，その職に任じて，これを目的としてっと
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めるという態度である。 ねらいは〔目的〕自らの職をより能力あるものたらし

めるかという内在的目的観に立脚し，その職能の能力化がおこなわれる。もっ

と深く自らを掘さげ，精錬し，充実していくという下向きの態度が特色であるロ

目的観をとる実践行動ではあるが，超越的でなく内在化するものである。この

点が第6にあげた特色としての能力化とデベロプメユノトである。

能力化は，内在目的の充実能力を形成することであるが，超越目的達成能力

の充実をねらい，また，努みする場合と比較すると，この能力化は，内向的に

自己の職務能力の充実をより強力化する o 超越的な目的達成の意識の前に，マ

ネジメゾ}機能とその仕組としての経営体そのものの充実一一経営体の生活持

続とその充実・発展一一ーの意識が先行し，これが直接目的となり経営理念とな

る。日本の経営はむしろとの職や仕組を犠牲にしても，超越的な目的に奉仕せ

しめるという考え方がしばしば先行することになる。自らを職として任じ，そ

れをよりデベロップするという「経営教育J経営者啓発といわれた行動は，伝

統には存在しない。もし教育があったとすれば，人格教育であった。この教育

は経営とし寸機能の啓発でなく，経営者もまた人格的な人間でなくIてはならね

という見解から，この人格形成の教育をおこなう程度にとどまるものであった，

マネジメントでは，このようなその研究や，教育のため，きわめて多くの努力

がおこなわれざるを得ない。ここに経営学が生成する理由があ品。日本の経営

にはこのような経営学は存在しなかった。

前後したが，第5の任務主義と社会責任であるが，日本の経営にも社会性や

社会責任感は強〈存在した。しかしこの責任感は経営とし、う機能への責任とい

う内在的なものでなく，もっと超越した，国のためや，家のため，殿様のため，

主人のため，利潤のためなどにつらなっており，経営自体とか経蛍者責任はむ

しろ犠牲にさえせられる考え方であった。しかしマ不ゾメントの責任は，その

職として任じた機能の能力発揮である。経営者は，自己の機憶を任務とするも

のであれその任務の達成によって社会や世の中に貢献しう晶のであ毒。しか

し日本相経営は自分の任務はなげやりにし，しかも犠牲にしても，超越的目的
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に役立てば経営者責任が達せられると解したのである。しかしマネジメ Y トの

責任は，その逆である。自己の機能つまり任務の達成が責任の達成である。こ

の責任はレスポ'/-;/ピリティ (Responsibility)である。 これは責任というより

も「職務」とよぶ。職龍を任として務めるという任務の見地の用語である。職

務の担当者は職務の遂行によって集団・社会へ貢献し責任をはたすのである。

経営者の社会責任は，この機能についてよりたかき能力と，これによる機能の

よりよき遂行が当面の責任である。しかしこの責任論は，なおこれと結合して

他の責任を負担し， ιれに同時にこたえる態度が必要である。機能のよりよき

達成という責任は「社会性」責任であり，この外「公共性Jr公益性」責任が問
題となる。この点はここでは省略する(拙稿，経営者の責任朝日ジ守←ナノレ」

昭和4日年11月号)。 この社会性としての社会責任をよりあきらかkするものが仕

事主義であろう。

第 7の仕事主義とプロフェッ γ ョナノレの問題は，マネジメ Y ト経営のきわめ

て「きびしし、」ものたること壱しめすものである。職務，任務の担当者は，そ

の道を自己一生の仕事として打こむととになる。マネジメ Y ト機能の担当者た

る経営者，管理者が，その道の専門家として自己啓発に努力し，また自己の機

能を社会責任として専念これに努力することになる。このような専門とレての

経営職，その担当者としての専門家をプロフェッシ三ナノレと呼ぶにし、た勺た。

Professional Management とし、う一般化した用語がこれである。 世俗にいわ

ゆるプロ経営者論である。経営者の根性や信念論もこのプロ意識特にプロ能力

によるものである。根性は意識だけでなく能力であlり，たかき能力ある者には信

念は自ら生成する。わが日本の経営にはこのようなきびしい意識は寄在しない。

きわめて「あまし、」おっとりした行動と草識であった。こののんびり意識にも

一面の意味もあれこれをむしろ尊重する見地もある。ただ経営者は仕事主義

に立って，きびしい仕事についての国際的競争をいとなまねばなら且ものであ

り，とくに「自由化」はこれである。この段階では，いろいろな見地，いろい

ろな主張にそれぞれの理由はあっても?これは問題たり得ない。この段階は仕
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事の「勝負」意識に徹せざるを得ない。勝負の相手方がプロフェッ V 三ナノレな

理念をもっ者であるから，われわれもこれを理念として，努力し推進せざるを

得ない。このような体質改善の活動が日本的経蛍である。

プロアヱツシ室ナノレという用語にむしろ反対して，経営者はマネジメ Y ト機

能の専門家であるから Specialistがよいとの説もある。ただ，マネジメソト機

能は，リ ダ シップであるから，その内容において，きわめて， Generalな

ものである。専門家ではあるがむしろ Generalistとしての Specialistであり，

あえていえば. Specialist in Generality (Wolf教壇)である。ゼネラリ旦トは

しばしば「なんでも屋|と解されたが，いまやこのゼネラリストとしてのマネ

ジメ Y トが経営教育によって養成される段階にある。このような意味のゼネヲ

リストたる経営者をむしろ ProfessionalManagementとよぶのである。職能

にはスベγ ャリストが，また機能には経営者というゼネヲリストが出現し，こ

の後者のプロフェ'.i'-/ョナノレが問題とせられる。このゼネラノレである内容は，

マネジメ y ト技法についてみるとあきらかである。

第8にマネジメ Y ト理念には，すでに原理化した考え方と技法が生成してい

る。マネジメ y ト機能つまりやり方は，プリ γシプノレとしてある程度一般化し，

原理といわれ，正攻法化し，定石化してきている(拙著「経営学原理J;拙著「経

営正攻法」参照)。 そのマネジメ y ト技法に対しH本の経営の技法はどうであっ

たか。日本の経営にも，やはり昔から技法が一般化し，原理化しておこなわれ

ていた。それが票議制度である。これを菓議的経営と呼び，われわれは長〈研

究してきた(山城監修「票識制度合理化の実例J;山城監修「票識的経営と票議制度」

参照)。 この票議的な技法は，われわれとしては，なかなか上手なやP方であ

ると考える。しかしそれは結局，日本の前近代性が生んだ技法であり，現代の

マネジメント技法と比較しうるものではない。東議技法をやめてマネジメント

に改善すべきである。とくに競争場裡の勝負の場では，伝統の手法とか，日本

的であるとしても，技法として弱し、ものは廃止して，よりよきものに切替える

必要がある。ただ，この切替には，日木の伝統の運営技法をよく知っておかね
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ば新しいマネジメ Y トへの切替も不可能である。このようなa理念苧技法につ

き，日本的伝統の経蛍をよくわきまえ，これを改善して，マネジメ Y トの理念

や技法を導入て根をおろさせることを「日本的経営Jという。日本の実情壱よ

く考えて，日本の経留の体質改善をはかり，マネジメント経営の方向へ，能力

あ畠改善のやり方をすすめてい〈ことが日本的経営の態度であるo 日本の経営

と日本的経営とは区別して考え"0この日本的経蛍の研究として，われわれは
「日本的経営学」を主張してきた。この点はここではとりあげない。木稿の姉

妹論文として執筆した「一橋論叢」の近刊(昭和42年12月号).山披稿「日本的

経営学」一一日本的経営E日本の経営一一号参照せられたい。

以上，経営の基本理念に関し，経営とはマネジメント経営であれその基本

の理念は機能主義であることを説明し，とくにこれを内在的主体目的論の見地

から検討した。経営を経営主体の実践行為と解するからである。なお，この問

題については多くの論述を要するが，ここではすべて省略して，他の拙著・拙

稿によってみられたい。とくに前出，山城稿「日本的経営学」を，本文と同時

に相互補説的に読んでいただきたい。


